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学校教育法（昭和22年法律第26号）

第３章 幼稚園
第２２条 幼稚園は，義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして，幼児を保育し，幼児の健やかな成長のために適当な

環境を与えて，その心身の発達を助長することを目的とする。

第２３条 幼稚園における教育は，前条に規定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

１ 健康，安全で幸福な生活のために必要な基本的な習慣を養い，身体諸機能の調和的発達を図ること。

２ 集団生活を通じて，喜んでこれに参加する態度を養うとともに家族や身近な人への信頼感を深め，自主，自律及び

協同の精神並びに規範意識の芽生えを養うこと。

３ 身近な社会生活，生命及び自然に対する興味を養い，それらに対する正しい理解と態度及び思考力の芽生えを養

うこと。

４ 日常の会話や，絵本，童話等に親しむことを通じて，言葉の使い方を正しく導くとともに，相手の話を理解しようとす

る態度を養うこと。

５ 音楽，身体による表現，造形等に親しむことを通じて，豊かな感性と表現力の芽生えを養うこと。

第２４条 幼稚園においては，第二十二条に規定する目的を実現するための教育を行うほか，幼児期の教育に関する各般の問

題につき，保護者及び地域住民その他の関係者からの相談に応じ，必要な情報の提供及び助言を行うなど，家庭及び

地域における幼児期の教育の支援に努めるものとする。

第２５条 幼稚園の教育課程その他の保育内容に関する事項は，第二十二条及び第二十三条の規定に従い，文部科学大臣が

定める。

1

預かり保育・子育ての支援に関する規定



幼稚園教育要領（平成20年告示）における預かり保育に関する規定幼稚園教育要領（平成20年告示）における預かり保育に関する規定

第1章 総則
第3 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動など

幼稚園は，地域の実態や保護者の要請により教育課程に係る教育時間の終了後等に希望する者を対象に行う教育活動について，学校教育法第
22条及び第23条並びにこの章の第１に示す幼稚園教育の基本を踏まえ実施すること。また，幼稚園の目的の達成に資するため，幼児の生活全体が
豊かなものとなるよう家庭や地域における幼児期の教育の支援に努めること。

第3章 指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項
第2 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項

1 地域の実態や保護者の要請により，教育課程に係る教育時間の終了後等に希望する者を対象に行う教育活動については，幼児の心身の負担に

配慮すること。また，以下の点にも留意すること。
（1） 教育課程に基づく活動を考慮し，幼児期にふさわしい無理のないものとなるようにすること。その際，教育課程に基づく活動を担当する教師と

緊密な連携を図るようにすること。
（2） 家庭や地域での幼児の生活も考慮し，教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動の計画を作成するようにすること。その際，地域

の様々な資源を活用しつつ，多様な体験ができるようにすること。
（3） 家庭との緊密な連携を図るようにすること。その際，情報交換の機会を設けたりするなど，保護者が，幼稚園と共に幼児を育てるという意識が

高まるようにすること。
（4） 地域の実態や保護者の事情とともに幼児の生活リズムを踏まえつつ,例えば実施日数や時間などについて,弾力的な運用に配慮すること。
（5） 適切な指導体制を整備した上で，幼稚園の教師の責任と指導の下に行うようにすること。
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幼稚園教育要領（平成10年告示）における預かり保育に関する規定幼稚園教育要領（平成10年告示）における預かり保育に関する規定

幼稚園教育要領における預かり保育に関する規定

第3章 指導計画作成上の留意事項
2 特に留意する事項
（6） 地域の実態や保護者の要請により，教育課程に係る教育時間の終了後に希望する者を対象に行う教育活動については，適切な指導体制を

整えるとともに，第1章に示す幼稚園教育の基本及び目標を踏まえ，また，教育課程に基づく活動との関連，幼児の心身の負担，家庭との緊
密な連携などに配慮して実施すること。



幼稚園教育要領（平成10年告示）における子育ての支援に関する規定幼稚園教育要領（平成10年告示）における子育ての支援に関する規定

幼稚園教育要領（平成20年告示）における子育ての支援に関する規定幼稚園教育要領（平成20年告示）における子育ての支援に関する規定

第3章 指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項
第2 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動などの留意事項

2 幼稚園の運営に当たっては，子育ての支援のために保護者や地域の人々に機能や施設を開放して，園内体制の整備や
関係機関との連携及び協力に配慮しつつ，幼児期の教育に関する相談に応じたり，情報を提供したり，幼児と保護者との登
園を受け入れたり，保護者同士の交流の機会を提供したりするなど，地域における幼児期の教育のセンターとしての役割を
果たすよう努めること。

3

第3章 指導計画作成上の留意事項
2 特に留意する事項
（5） 幼稚園の運営に当たっては，子育ての支援のために地域の人々に施設や機能を開放して，幼児教育に関する相談に応

じるなど，地域の幼児教育のセンターとしての役割を果たすよう努めること。

第1章 総則
第3 教育課程に係る教育時間の終了後等に行う教育活動など

幼稚園は，地域の実態や保護者の要請により教育課程に係る教育時間の終了後等に希望する者を対象に行う教育活動
について，学校教育法第22条及び第23条並びにこの章の第１に示す幼稚園教育の基本を踏まえ実施すること。また，幼稚園
の目的の達成に資するため，幼児の生活全体が豊かなものとなるよう家庭や地域における幼児期の教育の支援に努めるこ
と。

幼稚園教育要領における子育ての支援に関する規定
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（平成２６年６月１日現在）（１）預かり保育の実施率

（単位：園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち、私学助成（預かり保育補助）を受
けて実施している園数）

（Ａ）のうち一時預かり事業（一般型）の委託（又
は補助）を市町村から受けて実施している園数

公 立 2,724 － 167（6.1%）

私 立 7,369 6,171（83.7%） 607（8.2%）

合 計 10,093 － 774（7.7%）

※ （ ）内は、各項目の実施した園数（A)を母数にした割合

平成26年度

平成２２年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数
平成２４年度・平成２６年度の母数：調査回答園数
（H23 公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）
（H25 公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）①

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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預かり保育を実施している幼稚園は全体の82.5％であった。
（公立：60.9%、私立：95.0%）
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保護者の就労

保護者の他の子供の学校行事参加等

保護者の近親者（高齢者等）の介護等

保護者のボランティア活動等の社会参加

保護者の育児からのリフレッシュ等

公立 私立 合計

（２）預かり保育を行う条件

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育を行う条件を設定した園数（公立：1,803園、私立：2,134園、合計：3,937園）

①条件設定の状況

②預かり保育を行う条件（複数回答）

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）②

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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（３）預かり保育の実施日数等 ①長期休業期間中以外の実施状況
（ⅰ）実施日数
平日（月～金曜日）週当たりの平均実施日数

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数（公立：2,724園、私立：7,369園、合計：10,093園）
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土曜日 月当たりの平均実施日数

87.1%(2,372)

0.3%(8)

0.4%(10)

0.1%(3)

7.5%(204)

4.3%(116)

67.3%(4,962)

2.4%(174)
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幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）③

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月） 6



0.3% (7)

0.0% (2)

0.1% (9)

6.6% (179)

0.2% (12)

1.9% (191)

32.4% (879)

1.8% (132)

10.1% (1,011)

22.4% (609)

15.5% (1,134)

17.4% (1,743)

26.8% (728)

47.2% (3,453)

41.7% (4,181)

11.2% (305)

33.2% (2,428)

27.2% (2,733)

0.2% (6)

2.2% (162)

1.7% (168)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

教育時間開始前の

み

午後3時以前

午後3～4時

午後4～5時

午後5～6時

午後6～7時

午後7時を超える

（ⅱ）預かり保育の終了時間

（ ）内は実施園数

母数：長期休業期間中以外に預かり保育を実施している園の総数

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）④

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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②長期休業期間中の実施状況
（ⅰ）実施状況

（ⅱ）実施時間数

（３）預かり保育の実施日数等

母数：長期休業期間中に預かり保育を
実施している園の総数

（ ）内は実施園数

61.5%(6,203)

78.5%(7,921)

70.1%(5,162)

86.7%(6,390)

38.2%(1,041)

56.2%(1,531)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夏季・冬季及び春季休業日

長期休業期間中の預かり保育実施率

公立

私立

合計

母数：預かり保育
実施園総数

（公立：2,724園、私
立：7,369園、合計：

10,093園）

（ ）内は実施園数

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）⑤

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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（４）預かり保育受入れ幼児数

平日の預かり保育の受入れ幼児数（平成２６年６月２３日（月）～２７日（金）の５日間）

公 立 私 立 合 計

受入幼児数（５日間） 144,298 人 788,550 人 932,848 人

受入幼児数（１日間）※ 28,860 人 157,710 人 186,570 人

１園あたり （１日間） 10.6 人/園 21.4 人/園 18.5 人/園

※実施園：公立：2,724園、私立：7,369園、合計：10,093園
※「受入幼児数（１日間）」については、「受入幼児数（５日間）」を５で割った値

60.9% (1,657)

57.1% (4,180)

58.1% (5,837)

39.1% (1,066)

42.9% (3,144)

41.9% (4,210)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

人員確保を行っ

た

人員確保を行わ

なかった

（５）預かり保育における保育担当者の状況 ① 預かり保育のための人員確保状況

母数：預かり保育実施園のうち回答園数

（ ）内は無回答を除く実施園数

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）⑥

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月） 9
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

幼稚園教諭免許と保育士資格併有

幼稚園教諭免許のみ

保育士資格のみ

上記以外の幼稚園教諭免許状（臨時免許状など）

幼稚園教諭の免許状はないが、それ以外の教員免許有

その他（教員免許がなく、保育士資格もないなど）

（５）預かり保育における保育担当者の状況
② 預かり保育の担当者における幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

（６）預かり保育における料金徴収の状況
（ ）内は担当者数

母数：預かり保育の担当者総数

母数：預かり保育実施園のうち回答園数
（ ）内は無回答を除く実施園数

※ 「実費を徴収」とは、保育料以外のおやつ代、
光熱費等の実費を徴収している場合。

（料金に実費が含まれている場合には、「料金のみ
徴収」に区分。）

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）⑦

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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（７）預かり保育を実施していない理由（複数回答）

（ ）内は未実施園数

母数：預かり保育未実施園数（公立：1,746園、私立：391園、合計：2,137園）

24.9% (435)

21.9% (382)

26.6% (464)

20.4% (357)

34.0% (593)

48.5% (846)

42.7% (167)

17.9% (70)

43.5% (170)

25.8% (101)

34.8% (136)

19.2% (75)

28.2% (602)

21.2% (452)

29.7% (634)

21.4% (458)

34.1% (729)

43.1% (921)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保護者等からの要請が少ないため

預かり保育実施に係る経費の確保が困難であるため

預かり保育実施に係る業務のため教職員の負担が過大なため

預かり保育の実施に施設設備が対応できていないため

事業実施に必要な人員の確保が困難であるため

その他

公立

私立

合計

11

（園の方針、その他事業で対応している等）

幼児教育実態調査（預かり保育に関する実施状況）⑧

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）



（１）子育て支援活動の実施率

子育て支援活動を実施している幼稚園は全体の86.7％であった。
（公立：86.5%、私立：86.8%）

（平成２５年度実績）

（ ）内は実施園数 （単位：園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち子育て支援事業に対する私学助成（特
別補助）を受けている園数）

（（Ａ）のうち、子育て支援事業に関する事業として
市町村から委託（又は補助）を受けている園数）

公 立 3,866 － 202（5.2%）

私 立 6,732 4,127（61.3%） 641（9.5%）

合 計 10,598 － 843（8.0%）

※ （ ）内は、各項目
の実施した園数（A)を
母数にした割合

82.0%（4,483）
82.2%（4,424） 82.7%（4,303）

86.6%（10,872）
86.7%（10,598） 合計

78.6%（6,538）

81.5%（6,762）
82.3%（11,090）

89.0%（4,127）

86.5%（3,866） 公立

79.9%（11,021）

81.8%（11,186）

82.2%（6,787）

85.2%（6,745）

86.8%（6,732） 私立

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

平成18年度 平成19年度 平成21年度 平成23年度 平成25年度
公 立 私 立 合 計 平成２１年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数

平成２３年度・平成２５年度の母数：調査回答園数
（H23 公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）
（H25 公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）

■

◆
▲

幼児教育実態調査（幼稚園における子育て支援活動実施状況）①

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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53.1% (1,811)

11.0% (703)

25.6% (2,514)

29.2% (996)

27.4% (1,757)

28.0% (2,753)

17.6% (601)

61.6% (3,950)

46.4% (4,551)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

０人

１人

２人以上

92.0% (3,135)

75.9% (4,868)

81.5% (8,003)

5.7% (193)

16.4% (1,050)

12.7% (1,243)

2.3% (80)

7.7% (492)

5.8% (572)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

１～３時間

３～５時間

５時間を超える

（２）子育て支援の実施状況 （平成２６年６月１日～３０日に実施した子育て支援事業（子育て情報の提供を除く。）の実施状況）

①１週間当たりの実施日数

②１日当たりの実施時間

③専任の担当者の数
（ ）内は園数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

70.0% (2,386)

60.2% (3,859)

63.6% (6,245)

30.0% (1,022)

39.8% (2,551)

36.4% (3,573)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

３日未満

３日以上

（参考）平成24年度
実施日数が３日以上：35.1%

（参考）平成24年度
実施時間が３時間以上：16.6%

（参考）平成24年度
専任の担当者が２人以上：45.0%

（ ）内は園数

（ ）内は園数

幼児教育実態調査（幼稚園における子育て支援活動実施状況） ②

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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51.4

6.8

51.3

16.8

127.0

12.4

21.3

160.4

3.3

2.6

9.4

1.9

52.8

10.1

46.7

62.4

62.3

27.4

24.6

165.9

6.0

2.8

11.7

2.1

52.2

8.6

48.8

47.1

87.2

21.7

23.1

164.0

5.0

2.7

10.7

2.0

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

（日）

公立 私立 合計

67.4% (2,607)

31.1% (1,203)

32.9% (1,270)

68.3% (2,640)

83.5% (3,228)

21.6% (834)

61.1% (2,362)

24.5% (948)

30.% (1,161)

69.7% (2,693)

76.7% (2,964)

39.0% (1,508)

55.4% (3,729)

21.7% (1,463)

23.7% (1,596)

77.5% (5,219)

76.3% (5,138)

19.9% (1,343)

42.6% (2,866)

26.2% (1,766)

26.6% (1,793)

45.9% (3,091)

59.5% (4,005)

44.5% (2,994)

59.8% (6,336)

25.2% (2,666)

27.3% (2,866)

74.2% (7,859)

78.9% (8,366)

20.5% (2,177)

49.3% (5,228)

25.6% (2,714)

27.9% (2,954)

54.6% (5,784)

65.8% (6,969)

42.5% (4,502)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

公立 私立 合計

（３）内容別の実施率・平均実施日数（複数回答）

① すべての幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）

（ ）内は実施園数

幼児教育実態調査（幼稚園における子育て支援活動実施状況） ③

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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44.0

5.5

37.3

17.0

94.2

10.7

12.9

173.6

3.0

2.4

44.4

11.2

41.7

55.5

54.9

24.9

21.7

175.1

5.9

2.9

44.3

9.1

40.1

42.6

69.3

19.8

18.3

174.6

5.0

2.7

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

（日）

公立 私立 合計

39.6% (1,530)

11.0% (425)

17.4% (674)

63.3% (2,447)

71.1% (2,750)

13.7% (529)

32.% (1,237)

20.8% (804)

12.2% (470)

22.1% (856)

41.4% (2,784)

10.8% (729)

17.% (1,142)

72.% (4,848)

70.7% (4,762)

14.0% (944)

29.3% (1,975)

22.4% (1,505)

15.6% (1,049)

26.4% (1,775)

40.7% (4,314)

10.9% (1,154)

17.1% (1,816)

68.8% (7,295)

70.9% (7,512)

13.9% (1,473)

30.3% (3,212)

21.8% (2,309)

14.3% (1,519)

24.8% (2,631)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

公立 私立 合計

② ①のうち在園児以外の幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）

幼児教育実態調査（幼稚園における子育て支援活動実施状況） ④

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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（４）幼稚園における未就園児の保育の受け入れ乳幼児数

平日の未就園児の保育の受け入れ乳幼児数（平成２６年６月２３日（月）～２７日（金）の５日間）
公 立 私 立 合 計

受入乳幼児数（５日間） 24,363 人 148,438 人 172,801 人

１園あたり（５日間） 24.3 人/園 40.1 人/園 36.8 人/園
※実施園：公立：1,004園、私
立：3,698園、合計：4,702園

32.9% (1,270)

54.4% (2,105)

35.3% (1,366)

5.0% (195)

18.3% (709)

17.7% (684)

4.0% (153)

22.1% (854)

9.6% (373)

52.5% (2,031)

46.4% (3,123)

61.7% (4,156)

29.8% (2,009)

7.3% (494)

17.2% (1,158)

20.7% (1,396)

4.4% (296)

15.4% (1,038)

10.7% (721)

43.7% (2,943)

41.5% (4,393)

59.1% (6,261)

31.8% (3,375)

6.5% (689)

17.6% (1,867)

19.6% (2,080)

4.2% (449)

17.9% (1,892)

10.3% (1,094)

46.9% (4,974)

0% 20% 40% 60% 80%

事業実施に係る経費の確保が困難である

事業実施に係る業務のため教職員の負担が過大になっている

事業の対象者（未就園児、保護者）の利用に施設設備が対応できていない

事業の実施が、一部保護者の過度の依存を招いている

事業実施に必要な外部専門家の確保が困難である

事業実施について、地域（在園児以外の保護者）への周知が困難である

子育て相談等に係る個人情報の管理が困難である

事業実施に必要なボランティアの確保が困難である

事業実施に必要な教職員の能力が不足している（未就園児対応、相談対応等）

事業実施に必要な専任の担当者（保育士等）の確保が困難である

公立 私立 合計
母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）

（ ）内は実施園数

（５）実施上の課題（複数回答）

幼児教育実態調査（幼稚園における子育て支援活動実施状況） ⑤

（出典）文部科学省「平成２６年度幼児教育実態調査」（平成27年10月）
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地域で子育てを支える

○ 公共施設や保育所、児童館等の地域の身近な場所で、

乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施

○ ＮＰＯなど多様な主体の参画による地域の支え合い、

子育て中の当事者による支え合いにより、地域の子育て力を向上

・３歳未満児の約７～８割は

家庭で子育て

・核家族化、地域のつながりの希薄化

・男性の子育てへの関わりが少ない

・児童数の減少

・子育てが孤立化し、

子育ての不安感、負担感

・子どもの多様な大人・子ども

との関わりの減

子育て中の親子が気軽に集い、

相互交流や子育ての不安・悩みを相談で

きる場を提供

育児不安

解消
地 域 子 育 て 支 援 拠 点

① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進

② 子育て等に関する相談、援助の実施

③ 地域の子育て関連情報の提供

④ 子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

事 業 内 容

背 景 地域子育て支援拠点の設置課 題

平成２６年度
実施か所数

（交付決定ベース）

６，５３８か所

地域子育て支援拠点事業地域子育て支援拠点事業

地域子ども・子育て支援事業①

17



機能

実施主体

基本事業

実施形態

従事者

実施場所

開設日数等

一 般 型

常設の地域の子育て拠点を設け、地域の子育て支援機能の充実を図
る取組を実施

・地域の子育て拠点として地域の子育て支援活動の展開を図るための取組（加算）

一時預かり事業や放課後児童クラブなど多様な子育て支援活動を拠点施設で一体
的に実施し、関係機関等とネットワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施する場合
に、「地域子育て支援拠点事業」本体事業に対して、別途加算を行う

・出張ひろばの実施（加算）

常設の拠点施設を開設している主体が、週１～２回、１日５時間以上、親子が集う
場を常設することが困難な地域に出向き、出張ひろばを開設

・地域支援の取組の実施（加算）※
①地域の多様な世代との連携を継続的に実施する取組

②地域の団体と協働して伝統文化や習慣・行事を実施し、親子の育ちを継続的に支
援する取組

③地域ボランティアの育成、町内会、子育てサークルとの協働による地域団体の活性
化等地域の子育て資源の発掘・育成を継続的に行う取組

④家庭に対して訪問支援等を行うことで地域とのつながりを継続的に持たせる取組
※利用者支援事業を併せて実施する場合は加算しない。

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する
者 （２名以上）

保育所、公共施設空きスペース、商店街空き店舗、民家、マンション・ア
パートの一室等を活用

週３～４日、週５日、週６～７日／１日５時間以上

連 携 型

児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集う場を設け、
子育て支援のための取組を実施

・地域の子育て力を高める取組の実施（加算）
拠点施設における中・高校生や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成の実施

子育て支援に関して意欲があり、子育てに関する知識・経験を有する者（１
名以上）に児童福祉施設等の職員が協力して実施

児童福祉施設等

週３～４日、週５～７日／１日３時間以上

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 ②子育て等に関する相談・援助の実施
③地域の子育て関連情報の提供 ④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

市町村（特別区を含む。）
（社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間事業者等への委託等も可）

①～④の事業を子育て親子が集い、うち解けた雰囲気の中で語
り合い、相互に交流を図る常設の場を設けて実施

①～④の事業を児童福祉施設等で従事する子育て中の当事者や経
験者をスタッフに交えて実施

地域子育て支援拠点事業の概要地域子育て支援拠点事業の概要

地域子ども・子育て支援事業②
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小規模な施設が多いことを踏まえ、保育所等の職員の支援を受けられる場合には、担当保
育士（※１）を１人以上。
※１ 平均利用児童数が少ない場合、家庭的保育者で可。
※２ 保育従事者は２分の１以上を保育士とし、保育士以外は一定の研修を受けた者。
※３ 地域密着Ⅱ型は当分の間実施可。

H25 Ｈ２７ 【新制度施行】

児童の居宅において一時預かりを実施。

○ 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を保育所等で一時的に預かる事業について、事業の普及を図るため下記のとおり事業類型等
を見直し、①一般型（基幹型加算）、②余裕活用型、③幼稚園型、④訪問型に再編する。

休日等の開所、及び１日９時間以上の
開所を行う施設に加算。

Ｈ２６【保育緊急確保事業】

保育所等において、利用児童数が定員に達していない場合に、定員の範囲内で一時預かり
事業を実施。

従前の幼稚園における預かり保育と同様、在園児
を主な対象として実施。

保育所や地域子育て支援拠点などにお
いて、乳幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に従って実施し、保育士の
数は２名以上。

地域子育て支援拠点などにおいて、乳
幼児を一時的に預かる事業。

省令の基準に準じて実施し、担当者の
数は２名以上。（保育士１名以上）

①一般型（事業の後継）

①基幹型加算（継続）

②余裕活用型（新規）

③幼稚園型（幼稚園における預かり保育の後継）

④居宅訪問型（新規）

保育所型・地域密着型（法定事業）

地域密着Ⅱ型（予算事業）

幼稚園における預かり保育
（私立は私学助成、公立は一般財源）

一時預かり事業について一時預かり事業について

地域子ども・子育て支援事業③
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幼稚園の「預かり保育」については、私学助成等から円滑な移行ができるよう、幼稚園等が主に園児（教育標準時間認定の子ども（１号認定子ども））を対象に行う「一時預
かり事業（幼稚園型）」を創設

「幼稚園型」の要件等

実施主体 市町村（子ども・子育て支援法に基づく「地域子ども・子育て支援事業」として実施）

実施場所 幼稚園又は認定こども園

対象児童

主に在籍園児（教育標準時間認定（１号認定）の子ども）
※ 保育認定の子どもは、通常の教育時間、預かり保育ともに一括して施設型給付の対象

※園児以外の子どもについては、一時預かり事業（一般型）により対応

・同一施設において、幼稚園型（園児を対象）と一般型（園児以外を対象）を併せて実施可能

（この場合、それぞれの類型の基準を満たすことが必要）

・ただし、園児以外の子どもの利用がごく少数の場合には、幼稚園型において、当該子どもの一時預かりを併せて実施することも可能

職員
職員数

認可保育所と同じ ０歳児 ３：１ １・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１ ４歳以上児 ３０：１

上記配置基準により算出される必要教員数が1人の場合かつ、幼稚園等の職員（保育士又は幼稚園教諭）からの支援を受けられる場合は、専任職
員は１人で可 （※ 職員は常勤・非常勤を問わない）

資 格
保育士、幼稚園教諭又は市町村長等が行う研修を修了した者
（ただし、担当職員の半数以上は、保育士又は幼稚園教諭）

設備・面
積

保育室等
認可保育所と同じ ２歳以上児 保育室又は遊戯室 １．９８㎡／人

２歳未満児 乳児室 １．６５㎡／人 ほふく室 ３．３㎡／人 など
※ 通常の教育時間終了後等の保育室又は遊戯室で可

補助単価
（1人当たり日額）

○在籍園児

・基本分：平日の教育時間前後（標準的には4時間(*)/日の実施を想定）及び長期休業日
- 年間延べ利用者数2,000人超 400円 (*)各園の教育時間によって異なる

- 年間延べ利用者数2,000人以下 1,600千円／年間延べ利用者数－400円（10円未満切り捨て）
・休日分：土日祝日等（標準的には8時間/日の実施を想定） 800円
・長時間加算：標準4時間/日（休日は標準8時間/日）を超える場合に加算 100円

○園児以外の子ども
・ 8時間/日以下の利用 800円
・ 長時間加算：8時間/日を超える場合に加算 100円

実施形態 利用者の居住市町村が園に委託等して実施（当該市町村域外に所在する園も含む）することを基本とする
（関係市町村間で調整が付く場合は、施設所在市町村が実施可） ※施設型給付と同様の形態

※算出される数が１人の場合でも２人以上配置

一時預かり事業（幼稚園型について）一時預かり事業（幼稚園型について）

地域子ども・子育て支援事業④
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職員の類型

職員が通常勤務する日※１

休日
（教育課程時間） （教育課程時間外）

４時間程度まで 合計８時間まで 合計８時間超 合計８時間まで 合計８時間超

一時預かり事業の専任職員 ○ ○ ○ ○ ○

一時預かり事業
と幼稚園等の
教員等との
兼務職員

幼稚園等における
学級担任等の
常勤教員※２

×※３、※５ ×※３※５ ○※４ ○※４ ○※４

幼稚園等における
非常勤講師等※２ ×※５ ○※６ ○ ○ ○

（参考）適用
補助単価

在園児 基本分単価 長時間加算単価 休日単価 長時間加算単価

非在園児※７ 休日単価 長時間加算単価 休日単価 長時間加算単価

※１ 長期休業期間における職員が通常勤務する日を含む。

※２ 幼稚園型一時預かり事業と幼稚園等とが一体的に運営されており、一時預かり事業の必要教員数が１人の場合で、当該幼稚園等からの支援職員につい
ては、職員の勤務形態等を問わず、幼稚園等の教員等が兼務できる。

※３ 必要となる人件費が、幼稚園等の施設型給付の公定価格で措置されているため、一時預かり事業の配置職員数に算入不可。
※４ 超過勤務・休日勤務を行う場合の人件費は、公定価格で措置されていないため、一時預かり事業の配置職員数に算入可。
※５ 長期休業期間においては、幼稚園等の業務と必ずしも重複しないため、配置職員数に算入可。
※６ 教育課程時間の勤務内容・時間との区分が契約・職務命令等により明確となるよう留意することが必要。

※７ 非在園児の利用は、一時預かり事業（一般型）の併用により支援することを想定しているが、ごく少数の利用にとどまる場合は、一般型を併用することなく
幼稚園型の支援対象として構わない。

一時預かり事業（幼稚園型）の配置職員に参入できる担当職員パターン一時預かり事業（幼稚園型）の配置職員に参入できる担当職員パターン

地域子ども・子育て支援事業⑤
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「施設型給付」
を受ける
認定こども園
(幼保連携型、幼稚園型)

保育時間に対応する「施設型給付」を受給

〔要件〕
① 幼稚園が認定こども園となり、

② 利用者が市町村から「保育認定」（２号認
定）の支給認定を受ける

市町村から「一時預かり事業」（市町村の「地

域子ども・子育て支援事業」の１類型）を受託
※ 現在の預かり保育が円滑に移行できるよう、資格要件の

緩和等を行うとともに、広域実施を基本形とした「一時預か
り事業（幼稚園型）」を創設

私学助成による預かり保育補助（従前どおり）

「施設型給付」
を受ける
幼稚園

「施設型給付」
を受けない
幼稚園

右記要件を満たす場合
主な例：「保護者の就労」等を理由として

毎日利用する形態

上記以外の場合
主な例：専業主婦家庭などが一時的に

利用する形態

（＊） 市町村が認定こども園や幼稚園に「一時預かり事業」を委託しない場合や、従来の「預かり保育」の支援方法との間に大きな差異がある場合など、
一時預かり事業への円滑な移行が困難な園に対する経過措置（ただし、現在、都道府県による私学助成の預かり保育補助を受けている園に限る）

「一時預かり事業」の受託も可能

（注） 私学助成を受けることができるのは、原則として、学校法人立の私立幼稚園に限られる。

引き続き、私学助成による預かり保育
補助を受ける必要がある場合（＊）

原則として、「一時預かり事業」に移行

原則として、引き続き私学助成による補助

幼稚園の「預かり保育」の新制度における取扱い幼稚園の「預かり保育」の新制度における取扱い

預かり保育・子育ての支援に関する事業地域子ども・子育て支援事業⑥
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平日一緒に遊ぶ相手は、「母親」が増加して「友だち」が減少平日一緒に遊ぶ相手は、「母親」が増加して「友だち」が減少

幼児の生活の現状

（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回幼児の生活アンケート
－乳幼児をもつ保護者を対象に－速報版（2015年11月）」
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子育てへの肯定的な感情は、15年前からほぼ変わらず。子育てへの肯定的な感情は、15年前からほぼ変わらず。

母親の意識の現状①

（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回幼児の生活アンケート－乳幼児をもつ保護者を対象に－速報版（2015年11月）」 24



「友だちと一緒に遊ぶこと」に力を入れる割合が減少「友だちと一緒に遊ぶこと」に力を入れる割合が減少

母親の意識の現状②
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（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回幼児の生活アンケート
－乳幼児をもつ保護者を対象に－速報版（2015年11月）」



しつけや教育の情報源では、「母親の友人・知人」「インターネットやブログ」の比率が高いしつけや教育の情報源では、「母親の友人・知人」「インターネットやブログ」の比率が高い

（出典）ベネッセ教育総合研究所

「第５回幼児の生活アンケート－乳幼児をもつ保護者を対象に－
速報版（2015年11月）」

母親の意識の現状③
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母親が家を空けるとき、子どもの面倒を見てくれる「父親」が増加、「近所の人」は減少母親が家を空けるとき、子どもの面倒を見てくれる「父親」が増加、「近所の人」は減少

（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回幼児の生活アンケート－乳幼児をもつ保護者を対象に－速報版（2015年11月）」

子育てサポートの現状
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